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Abstract 

Aiming to clarify the priority of food education to be implemented, we fixed an order of priority on issues 

related to food education from my original viewpoint.  Regarding the 15 issues mentioned in the Basic Act on 

Food Education and the Food Education Promotion Plan, we judged the level of importance from two aspects: (1) 

the frequency of occurrence of the issue concerned, and (2) cost incurred by the occurrence of the issue 

concerned. 

As a result, it was judged that the two issues of “the problem of dependence on foreign countries for foods” 

and “increase of obesity and lifestyle-related diseases” were the most important issues.  Though the “increase of 

obesity and lifestyle-related diseases” is quite important, it was clarified that related food education activities are 

not often implemented, that the food education-related budget is low, and that a clear goal has not been 

established. 
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１．背景 

 現在「食育」として実施されている取り組みは、

実に多岐にわたる。食に関連するものであれば、す

べて食育に当てはまるといっても過言ではない。 

 食育基本法、食育推進基本計画（内閣府、2006）

においても食育の定義は記されておらず、どのよう

な活動が食育なのか明確にされていない。また、重

点的に実施すべき食育として、子どもに対する食育

が示されているが、その実施内容に関する記述はな

い。 

 足立ら（2005）は、「2000 年代に入って、現代の

食育は、食をめぐる様々な取り組みや教育がくくら

れて使用されるようになった」ととらえ、「食育の推

進方法が先んじて、食育の概念やねらいなどについ

て不鮮明だという指摘も少なくない」と述べている。

そのうえで、「食育とは人々がそれぞれの生活の質と

環境の質のよりよい共生につながるように、“食の成

り立ち”の全体像を育てつつ、その成り立ちを生かし

て食を選択し、実践できる力を育てること、並びに

それを実現しやすい食環境を育てるプロセスであ

る」という食育の定義案を示している。 

 また、武見（2005）も「未だ社会の中で一定のコ

ンセンサスを得た概念定義はなく、使う人それぞれ

の立場で食育をとらえている現状にある」と述べて

おり、「施策の最終的な狙いにより、食のどの部分を

強調するかは異なっている」としている。例えば、

「健康日本 21」では生活習慣病予防、健康寿命の延

伸が重視されており、「食に関する指導」や「食から

始まる健やかガイド」は生活リズムの視点、食知識・
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スキルの獲得、自己管理能力の形成が強調されてい

る。「食生活指針」では QOL から食物摂取、食文化・

地域産物、食環境、自己管理・仲間作りまで広くカ

バーされており、「食育基本法案」では加えて、食品

の安全・安心、農林水産業の振興、国際貢献まで含

む、さらに広い分野が視野に入っていることを示し

ている。 

川口ら（2004）は、食生活教育における食育研究

の動向を調査し、食育の内容を明らかにしている。

調査の結果、食育の内容が、食生活、食事、習慣、

嗜好、意識、調理、献立、栄養、食行動、食文化、

伝統、教育、社会的責任の 12 項目に整理されてい

る。 

また、村田（2005）は学校における食育の今後の

課題として、第 1 に何に重点を置き、それらをどの

ように関連付けるかを十分に検討しなくてはならな

いことをあげている。 

以上のように、食育の定義や課題、推進内容を整

理する先行研究は見られるが、どのような食育活動

を優先的に実施すべきかについて論じている研究は

見られない。 

今や、食育は国の政策として、1 年間で 105 億 7

千万円の予算が配分されている（共生社会政策統括

官、2009）。その内訳をみると、すべての食育に等

しく予算を配分されているというよりは、食育の内

容ごとに予算の偏りがみられる。予算が多く配分さ

れている食育は実質的に重点的に実施されていると

考えられるが、なぜ、そのように予算が配分された

のかについて公式な説明は見られない。また、そも

そも、優先的に実施すべき食育とは何なのかに関し

ての議論もみられない。100 億円以上の税金をかけ

て取り組みを進める以上、重点的に推進すべき食育

について、議論されることは必須であると考えられ

る。 

そこで本項では、これらの国がおこなっている取

組や、国の課題として取り上げられている事項につ

いて、独自の視点で優先順位をつけ、重点的に実施

すべき事項、経費をかけるべき取組について検討す

ることを目的とした。 

 

２．調査方法 

１）優先順位付けの対象 

 国の課題として取り上げられている事項として、

食育基本法と食育推進基本計画に記載がある課題を

抽出する。また、国がおこなっている取組として食

育推進基本計画の目標を採用する。 

（食育基本法に記述がある課題） 

・栄養の偏り 

・不規則な食事 

・肥満や生活習慣病の増加 

・過度の痩身志向 

・新たな「食」の安全上の問題 

・「食」の海外への依存の問題 

・「食」に関する情報が社会に氾濫していること 

・先人から育まれてきた、地域の多様性と豊かな味

覚や文化の香りあふれる日本の「食」が失われる

危機にあること 

（食育推進計画に記述がある課題） 

・食の大切さに対する意識の希薄化 

・健全な食生活が失われつつある 

・食に関する情報が社会に氾濫し、情報の受け手で

ある国民が食に関する正しい情報を適切に活用す

ることが困難な状況があること 

・脂質の過剰摂取 

・野菜の摂取不足 

・朝食の欠食 

・栄養の偏り 

・食習慣の乱れ 

・肥満や生活習慣病の増加 

・過度の痩身 

（食育推進基本計画の目標） 

・食育に関心を持っている国民の割合の増加 

・朝食を欠食する国民の割合の増加 

・学校給食における地場産物を使用する割合の増加 

・「食事バランスガイド」等を参考に食生活を送って

いる国民の割合の増加 

・内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）を

認知している国民の割合の増加 

・食育の推進に関わるボランティアの数の増加 

・教育ファームの取組がなされている市町村の割合

の増加 

・食品の安全性に関する基礎的な知識を持っている

国民の割合の増加 

・推進計画を作成・実施している都道府県及び市町

村の割合 

 

以上の課題と目標の関係を表１に記す。関連のあ

る課題と目標をまとめ、課題に番号をふり、重複す

る課題はひとつにまとめた。課題と直接関連のない

目標に関しては、優先順位の測定が不可能なため、

調査項目から省いた。以下、13 の課題について優先

順位づけをおこなった。 



食育に関する課題の優先順位の整理 

 23

尚、今回の調査では、調査項目として、目標ではな

く課題を採用する。本来、取組に優先順位をつける

には、実践されている取組を調査項目とし、費用便

益分析をおこなうべきであるが、前述したとおり、

実に様々な取組が様々な団体で実施されており、項

目ごとに代表的な取組を選出することが困難な状況

がある。また、国が実施している取組は広報活動や

活動助成がほとんどであるため、費用便益分析にか

けることが適当ではないと判断し、本項では、課題

を調査項目として使用し、独自の分析方法を用いた。 

 

表１．課題と目標の関連 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）課題と目標の関連について 

それぞれの課題とそれに対応する目標の関連につ

いて図にすると、図 1 のような図を描くことができ

る。課題は、大まかに分けて、「肥満や生活習慣病の

増加」につながる課題と、その他の課題に分けるこ

とができた。それぞれの課題に対応すると考えられ

る食育推進基本計画の目標を添付した。 

この図を見てわかる通り、食育推進基本計画にお

ける目標は、初期の課題（原因と結果の原因にあた

る課題）にのみ設定されている。「食習慣の乱れ」は、

直接「栄養の偏り」につながるものだと考えられる

ため、「朝食を欠食する国民の割合の減少」や「「食

事バランスガイド」等を参考に食生活を送っている

国民の割合の増加」が対応していると考えることが

できる。これらの目標は、最終目標を目指す途上に

ある中間目標と認識される（ハリー・P・ハトリー、

2004）。 

しかし、「肥満や生活習慣病の増加」「「食」に関す

る情報の氾濫」「日本の食文化喪失の危機」の課題に

対応する目標は見られない。先に、「肥満や生活習慣

病の増加」と「内臓脂肪症候群（メタボリックシン

ドローム）を認知している国民の割合の増加」が対

応していると書いたが、図をみると、内臓脂肪症候

群（メタボリックシンドローム）の認知が、メタボ

リックシンドロームを予防するために食習慣の乱れ

に気をつける等の予防行動につながる可能性はある

が、直接肥満や生活習慣病の増加に影響を及ぼすと

は考えにくい。したがって、メタボリックシンドロ

ームの認知と肥満、生活習慣病の認知は直接対応し

ていないものとして考える。 

課題については、「食習慣の乱れ」のように複数の

課題を含むものや、「栄養の偏り」「肥満や生活習慣

病の増加」のように、原因と結果としてつながって

いるものがある。本調査では、このような課題間の

関係性を踏まえながら、一つ一つの課題の優先順位

について検討をおこなっていく。 

 

 

 

 

課題 目標

― 食育に関心を持っている国民の割合の増加

1 不規則な食事

2 朝食の欠食

3 「食」の海外への依存の問題 学校給食における地場産物を使用する割合の増加

4 栄養の偏り

5 食習慣の乱れ

6 脂質の過剰摂取

7 野菜の摂取不足

8 肥満や生活習慣病の増加
内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）を認知している国民

の割合の増加

9 食の大切さに対する意識の希薄化 教育ファームの取組がなされている市町村の割合の増加

10 新たな「食」の安全上の問題
食品の安全性に関する基礎的な知識を持っている国民の割合

の増加

― 食育の推進に関わるボランティアの数の増加

― 推進計画を作成・実施している都道府県及び市町村の割合

11 過度の痩身志向 ―

12

食に関する情報が社会に氾濫し、情報の受け手である国民

が食に関する正しい情報を適切に活用することが困難な状

況があること

―

13
先人から育まれてきた、地域の多様性と豊かな味覚や文化

の香りあふれる日本の「食」が失われる危機にあること
―

「食事バランスガイド」等を参考に食生活を送っている国民の割

合の増加

朝食を欠食する国民の割合の増加
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←初期       課題発生時期       長期→ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1．食に関する課題と食育推進計画数値目標の因果関係イメージ図 

 

３）重要度の評価指標と分析方法 

本調査では、重要度を判定するための手法として、

ISO14001 で採用されている、著しい環境側面の特定

方法を参考に、重要度を判定し、（日本環境認証機構、

2005）国民的課題として取り組むべき課題について

考察をおこなった。 

ISO14001 では、「発生頻度」と「環境への影響度」

共に、10段階に分け、それぞれの項目を配点した後

に、影響度と頻度の掛け算で最大 100 点とし、80 点

以上は著しい環境側面とするなどの基準で環境側面

と著しい環境側面とを切り分けるという方法が一般

的に用いられている 1。本研究では、「環境への影響

度」を「費用」とし、①課題の発生頻度の高さ（以

後「発生頻度」）2 と②課題が発生することによって

生じる費用（例えば、医療費や、食中毒によって生

じる経済的損失等）の大きさを「大、中、小」の 3

段階に分け、配点し、「発生頻度」と「費用」を乗じ

ることで、重要度を判定する得点とした。大、中、

小の判別は、各項目の相対評価で行った。 
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３．結果 

１）発生頻度 

発生頻度については、基本的には課題に該当する

国民の割合を概算した（表２）。しかし、母集団が日

本の全国民であるものや、成人以上であるもの、食

糧生産額であるもの等、多岐にわたっており、一つ

の分析に用いるには限界がある。そのため、発生頻

度をおおよその傾向をつかむ手段として用いること

で、厳密性は問わなかった 

「朝食の欠食」については、男性が 14.6％、女性

が 11.9％であった。尚、男女ともに朝食欠食率の最

も高い年代は 20－29 歳代で、朝食を欠食する者の

割合は男性 30.0％、女性 26.2％に上っていた。 

「「食」の海外への依存の問題」については、該当

する国民の割合を算出することはできないため、本

調査では、食糧自給率を用いた。食料自給率はカロ

リーベースで 41％、生産額ベースで 65％であるた

め、「食」の海外への依存率は、カロリーベースで

59％、生産額ベースで 35％であるとする。 

「脂質の過剰摂取」については、脂肪エネルギー

比率が 30％以上の者の割合を採用した（厚生労働省、

2009）。脂肪エネルギーの摂取比率は、年齢によっ

て異なるため、今回は成人以上を母集団として計算

をおこなった。脂肪エネルギー比率が 30％以上の者

の割合は、成人男性で 17.4％、成人女性で 25.0％で

あった。また、脂肪エネルギー比率が 30％以上の者

の割合が最も高い年代は、男女ともに 20－29歳で、

男性 31.8％、女性 39.6％と、男女ともに 3割以上の

者が該当していた。 

「野菜の摂取不足」については、野菜の 1 日の目

標摂取量である 350g に達していない者の割合を採

用した。野菜摂取量の平均値は 295.3g で、最も摂取

量が少ない年代は 20－29歳の 244.6ｇであった。野

菜を 350g以上食べている者の割合は、男性 33.9％、

女性 29.7％であり、野菜摂取量が 350g に達してい

ない人は、男性 66.1％、女性 70.3％であった。 

「肥満や生活習慣病の増加」については、肥満率、

メタボリックシンドロームの者の割合、生活習慣病

患者割合、生活習慣病の死因別死亡割合を採用した。

メタボリックシンドロームとは、内臓脂肪が蓄積す

ることにより、糖・脂質代謝異常、高血圧をもたら

し、糖尿病や心血管疾患等生活習慣病を引き起こす

ハイリスクグループとして定義されているため（金

川克子 2007）生活習慣病の調査項目として採用した。 

肥満率は、男性 28.6％、女性 20.6％であった。最

も肥満率の高い年代は、男性で 40―49 歳 35.9％、

女性で 70 歳以上 26.8％であり、いずれも男性の方

が肥満割合が高かった。 

メタボリックシンドロームは、予備軍と考えられ

る者は男性 21.9％、女性 8.3％、強く疑われる者は

男性 25.3％、女性 10.6％であり、合計すると、男性

47.2％、女性 18.9％となり、男性は 2 人に 1 人がメ

タボリックシンドロームである可能性があるという

結果になった。 

生活習慣病の総患者数（悪性新生物、糖尿病、高

血圧性疾患、虚血性心疾患、脳血管疾患、歯及び歯

の支持組織の疾患肝疾患）は、20252 千人で、日本

総人口 127692千人で割った割合は、15.9％であった。

また、生活習慣病の死因別死亡割合は 60.9％であっ

た。 

「新たな「食」の安全上の問題」については、食

中毒の患者割合を採用した。食中毒には、近年問題

となった中国の冷凍餃子事件や雪印乳業食中毒事件

等、新たな「食」の安全上の問題に該当する項目が

含まれているため、指標として適当であると考えた。

食中毒の患者数は 24303 人、死者 4 人で、日本総人

口を母集団とした食中毒患者割合は 0.019％であっ

た。 

「過度の痩身志向」については、やせの者の割合

を採用した。やせの者の割合は、男性 4.3％、女性

10.8％であった。痩せの者の割合が最も高い年代は、

男女ともに 20－29歳で、その割合は男性 4.3％、女

性 22.5％となっており、女性の方が高い割合となっ

ていた。 

その他、「不規則な食事」「栄養の偏り」「食習慣の

乱れ」「食の大切さに対する意識の希薄化」「食に関

する情報が社会に氾濫し、情報の受け手である国民

が食に関する正しい情報を適切に活用することが困

難な状況があること」「先人から育まれてきた、地域

の多様性と豊かな味覚や文化の香りあふれる日本の

「食」が失われる危機にあること」に関する課題の

該当割合を算出することはできなかった。 

２）費用 

費用については、課題が発生することにより生じ

る費用を推測し、その費用を調査、算出した（表２）。 

費用について算出できた課題は、「「食」の海外へ

の依存の問題」「肥満や生活習慣病の増加」「新たな

「食」の安全上の問題」のみであった。 

「「食」の海外への依存の問題」については、輸入

食糧が、日本の生産者が本来得るべき利益を侵害し

ているという視点から、輸入食糧の費用を指標とし

て採用した。輸入食糧は、農産物（肉類含む）59821 
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表２．食育に関する課題の発生頻度と費用 

 

億円で、水産物 15964億円、合計 75785億円であっ

た。 

「肥満や生活習慣病の増加」については、生活習

慣病の医療費を指標として採用した。生活習慣病の

医療費は、10.4兆円であった 

「新たな「食」の安全上の問題」については、雪

印乳業食中毒事件の経済的損害額を算出した清水

（2002)のデータを使用した。この調査に使用したデ

ータは、基本的に 2008 年度のものだが、2008 年度

の食中毒で発生した経済的損失を算出したデータが

見られないため、近年の食中毒事件の中でも大規模

な被害が出た 2000 年の雪印乳業食中毒事件を例と

して取り上げ、食中毒事件の最大被害額の一例とし

て採用する。雪印乳業食中毒事件の被害者数は、

14000 人、ブランド損失額の推計は 700 億円、経済

的損害合計は 1400 億円であるといわれている。ち

なみに、その他の食中毒関連の事業の経済的損害は、

1996 年堺市カイワレ O157 事件での患者関連で 39

億 3400 万円、事件関連予算（7300 人分の補償費用

こみ）22億 5000万円、死者 1名の補償 4330万円、

カイワレ業界の損害 22 億円等、合わせて 100 億円

近い損害が見られた。しかし、雪印乳業の 14 分の 1

の損害であった。雪印乳業の損害額がどれほど大き

かったかがわかるデータである。 

課題 発生頻度 費用

1 不規則な食事 不明 測定不能

2 朝食の欠食 男性14.6％女性11.9％
*1 測定不能

3 「食」の海外への依存の問題
食糧自給率：カロリーベース41％、生産額ベース65％*2

「食」の海外への依存率：カロリーベース59％、生産額
ベース35％

輸入農産物（肉類含む）：
59821億円、水産物15964

億円、合計75785億円
*3

4 栄養の偏り 不明 測定不能
5 食習慣の乱れ 不明 測定不能

6 脂質の過剰摂取
脂肪エネルギー比率30％以上の者の割合：成人男性

17.4％、成人女性25.0％
*1

測定不能

7 野菜の摂取不足

野菜を350g以上食べている人：男性33.9％、女性
29.7％（野菜摂取量が350ｇに達していない人：男性

66.1％、女性70.3％）*1

測定不能

8 肥満や生活習慣病の増加
肥満：男性28.6％（40―49歳35.9％）、女性20.6％

（70歳以上26.8％）*1

メタボリックシンドロームが強く疑われる者：男性
25.3％、女性10.6％、メタボリックシンドロームの予備軍

と考えられる者：男性21.9％、女性8.3％*1、合計：男性
47.2％、女性18.9％

生活習慣病の総患者数：20252千人*4日本総人口：

127692千人*5、生活習慣病患者割合：15.9％

生活習慣病死因別死亡割合：60.9％*6

9
食の大切さに対する意識の希薄
化

不明 測定不能

10 新たな「食」の安全上の問題 食中毒患者数：24303人、死者4人*8、日本総人口を母
集団とした食中毒患者割合：0.019％

2000年雪印乳業食中毒事
件（被害者数14,000人）推
計：ブランド損失700億円、経

済的損害合計1,400億円
*9

11 過度の痩身志向 やせの者の割合：男性4.3％、女性10.8％
*1 測定不能

12

食に関する情報が社会に氾濫し、
情報の受け手である国民が食に
関する正しい情報を適切に活用す
ることが困難な状況があること

不明 測定不能

13

先人から育まれてきた、地域の多
様性と豊かな味覚や文化の香りあ
ふれる日本の「食」が失われる危
機にあること

不明 測定不能

*1平成20年度国民健康栄養調査
*2農林水産省、平成20年度食料自給率をめぐる事情、1-3、2009
*3国際部国際政策課、農林水産物輸出入概況2008年（平成20年）確定値、1―57、2009
*4平成20年患者調査
*5人口推計 平成20年10月1日現在推計人口
*6死因別死亡割合：厚生労働省大臣官房統計情報部「人口動態統計」（2004年）
*7厚生労働大臣官房統計情報部「国民医療費」（2004年度）
*8平成20年食中毒発生状況（厚生労働省）
*9
清水潮,「食中毒の社会的費用」日食微誌, 19, 87-94 (2002)

生活習慣病の医療費：10．4
兆円（国民医療費32．1兆

円）*7
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発生頻度 

大 ・D   ・A、B 

    

中 ・E、F、G   

        

    ・C 

小         

小 中 大 費用 

・A「食」の海外への依存の問題 

・B 肥満や生活習慣病の増加 

・C 新たな「食」の安全上の問題 

・D 野菜の摂取不足 

・E 朝食の欠食 

・F 脂質の過剰摂取 

・G 過度の痩身志向 

 

３）重要度の特定 

以上の結果を基に、各項目を大、中、小の 3段階

に分類した（表３、図２）。一つの課題に、複数の発

生頻度が含まれる場合、最割合が高いものを分類に

用いた。 

「発生頻度」では、大が「野菜の摂取不足」「肥満

や生活習慣病の増加」「「食」の海外への依存の問題」、

中が「脂質の過剰摂取」「朝食の欠食」「過度の痩身

志向」、小が「新たな「食」の安全上の問題」となっ

た。費用では、大が「肥満や生活習慣病の増加」「「食」

の海外への依存の問題」、中が「新たな「食」の安全

上の問題」となった。大を 10 点、中を 8 点、小を 6

点その他 1 点として、「発生頻度」と「費用」を乗じ

た場合、点数の高い順から、1 位「「食」の海外への

依存の問題」「肥満や生活習慣病の増加」100 点、2 位

「新たな「食」の安全上の問題」48 点、3 位「野菜の

摂取不足」10 点、4 位「朝食の欠食」「脂質の過剰摂取」

「過度の痩身志向」8 点、その他は測定不能となった。 

これらの順位は、本調査によって導き出された課

題の重要度である。もちろん、今回測定不能となっ

た課題や順位が低い課題も、食育の推進上重要であ

ることは言うまでもないが、現在の食育の現状をみ

る一つの手段として、この結果について検討をおこ

ないたい。 

 

表３．食育に関する課題の重要度 

  課題 
発 生
頻度 

費用 点数 順位 

1 不規則な食事 ― ― 1 ― 

2 朝食の欠食 中 ― 8 4 

3 「食」の海外への依存の問題 大 大 100 1 

4 栄養の偏り ― ― 1 ― 

5 食習慣の乱れ ― ― 1 ― 

6 脂質の過剰摂取 中 ― 8 4 

7 野菜の摂取不足 大 ― 10 3 

8 肥満や生活習慣病の増加 大 大 100 1 

9 食の大切さに対する意識の希薄化 ― ― 0 ― 

10 新たな「食」の安全上の問題 小 中 48 2 

11 過度の痩身志向 中 ― 8 4 

12 
食に関する情報が社会に氾濫し、情報の受け手で
ある国民が食に関する正しい情報を適切に活用す
ることが困難な状況があること 

― ― 1 ― 

13 
先人から育まれてきた、地域の多様性と豊かな味
覚や文化の香りあふれる日本の「食」が失われる
危機にあること 

― ― 1 ― 

注）点数：大 10 点、中 8 点、小 6 点、その他 1 点。点数＝発生頻度×費用。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．食育に関する課題の重要度 
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４．考察 

本研究の意義は、初めて食育の優先順位について

検討したことにある。初めての試みであるがゆえ

に、優先順位の検討方法に関しては、検討の余地が

あると考えられる。しかし、時間や予算等、限られ

た資源を使用する以上、優先順位を決めて取り組む

べきであると考え、ISO14001 の著しい環境側面の特

定方法を参考に、食育の課題に関して優先順位づけ

をおこなった。以下、導き出された優先順位につい

て、食育活動の実施状況、予算の観点から検討を加

える。 

１）重要度と食育活動実施状況の比較 

本調査において重要度 1 位となった「肥満や生活

習慣病の増加」「「食」の海外への依存の問題」の対

策となる食育活動の実施状況について紹介する。 

上岡ら（2009）は、1984～2008 年までの新聞記事

のデータベースを用いて、様々な食育関連情報に関

してキーワード検索分析し、キーワードの出現数と

構成比をまとめ、食育活動の推移について検討して

いる。構成比は、分母を当該年の「食育」に関する

記事件数の合計、分子をキーワードが出現する記事

件数とした者に 100 を乗じた結果である。その結果、

「生活習慣病」は 1984～2008 年までの平均値が

4.2％、2008 年のキーワード出現数は 18 で、構成比

は 2.8％であった 3（表４）。この結果について、上

岡らは、キーワード出現数、構成比が低いとし、「生

活習慣病は低年齢化が大きな問題となっており、食

生活改善が生活習慣病の予防・抑制につながる点に

ついても比較的早い時期からの啓発が必要である」

としている。 

また、同率 1 位の「「食」の海外への依存の問題」

に関連するキーワード「地産地消」「地場」「国産」

「自給率」の 2008 年度の出現数（構成比）は、順

に 94（14.7％）、30（4.7％）、31（4.9％）であり、

合計すると、155（24.3％）で、「生活習慣病」の約

8倍という結果であった。 

2 位「新たな「食」の安全上の問題」に関連する

キーワード「衛生」「安全」の 2008 年度の出現数（構

成比）は、順に 32（5.0％）、112（17.5％）で、合計

すると 144（22.5％）であり、こちらも、1 位の「肥

満・生活習慣病」より多い結果であった。 

3 位「野菜の摂取不足」に直接関連するキーワー

ドは見られなかったが、「栄養」の 2008 年度の出現

数（構成比）は、167（26.1％）であった。高い構成

比であるが、「栄養」は「野菜の摂取不足」に限った

ことではないため、実際の出現数は不明である。 

4 位「朝食の欠食」に関連するキーワード「朝食・

朝ごはん」の 2008 年度の出現数（構成比）は、47

（7.4％）であった。 

4 位「脂質の過剰摂取」「過度の痩身志向」に直接

関連するキーワードは見られなかった。 

以上の結果から、1 位の「肥満・生活習慣病」は、

関連するキーワードが見られたすべての項目と比較

して最も低い出現数（構成比）となっていた。 

 

表４．課題別、関連キーワードの新聞出現率と構成比（2008 年 1 月 1 日～12 月 31 日）4、5 

 

また、筆者ら（2007）が実施した 137 事例の食育

活動（2004～2006 年）の内容調査では、「肥満や生

活習慣病の増加」に関連する活動（「生活習慣病に関

する知識と予防方法の習得」）は、全取組のうち、わ

ずか 2.0％であった（表５）。一方、同率 1 位の「「食」

の海外への依存の問題」に関連する「地域の産物・

文化の知識の習得や体験活動」は 60.4％であり、「肥

満や生活習慣病の増加の約 30倍となっていた。 

以上の結果から、本調査で重要度 1 位となった「肥

満と生活習慣病」に関する食育活動の実施状況は、

他の取組と比較して、非常に少ない割合であること

が明らかになった。 

 

順位 課題 
キーワード

出現数 
構成比(%) 

1 肥満や生活習慣病の増加 18 2.8 

1 「食」の海外への依存の問題 155 24.3 

2 新たな「食」の安全上の問題 144 22.5 

3 野菜の摂取不足 - - 

4 朝食の欠食 47 7.4 

4 脂質の過剰摂取 - - 

4 過度の痩身志向 - - 
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表５．2004～2006 年食育活動の内容分類 6 

 

２）重要度と食育関連予算の比較 

さらに、各省庁の 2009 年度食育関連予算を見て

みると、「肥満や生活習慣病の増加」に関連する予算

は、厚生労働省の「国民健康づくり運動の推進」の

8億 2千万円であった（表６）。 

一方、「「食」の海外への依存の問題」に関連する

予算は、「豊かな体験活動推進事業」10億 5千万円、

「学校給食における新たな地場産物の活用方策等に

関する調査研究」4千 7百万円、「地産地消の推進」

9億 7千百万円、「食糧自給率に関する国民への情報

発信等」17 億円、「農林漁業に関する体験活動の推

進」8億千 6百万円で、計 45億 8千 4百万円であり、

「肥満や生活習慣病の増加」の約 5.6 倍となってい

た。 

また、「新たな「食」の安全上の問題」に関連する

予算は、4億 8千 4百万円、「不規則な食事」に関連

する予算は、2億千 9百万円、「食に関する情報が社

会に氾濫し、情報の受け手である国民が食に関する

正しい情報を適切に活用することが困難な状況があ

ること」に関連する予算は、4億 6千 9百万円、「先

人から育まれてきた、地域の多様性と豊かな味覚や

文化の香りあふれる日本の「食」が失われる危機に

あること」に関連する予算は、26億 2百万円であっ

た。この金額からも、「「食」の海外への依存の問題」

分類指標 事例数（割合） 

生活習慣病に関する知識と予防方法の習得 3（2.0％） 

食に関する正しい知識と望ましい食習慣の習得 46（30.9％） 

食品の品質、安全性に関する知識と判断能力の習得 10（6.7％） 

地域の産物・文化の知識の習得や体験活動 90（60.4％） 

順位 課題 関連予算 関連施策 関連省庁

1 肥満や生活習慣病の増加 820
国民健康づくり運動の推進（「健康日

本２１」）
厚生労働省

1050 豊かな体験活動推進事業 文部科学省

47
学校給食における新たな地場産物の

活用方策等に関する調査研究
文部科学省

971 地産地消の推進 農林水産省

1700
食料自給率に関する国民への情報発

信等
農林水産省

816 農林漁業に関する体験活動の推進 農林水産省

15
学校給食の衛生管理等に関する調査

研究
文部科学省

100 リスクコミュニケーションの実施 内閣府食品安全委員会

33
食品の安全について消費者等とのリス

クコミュニケーションの推進
厚生労働省食品安全部

336 食に関する様々な情報提供等の推進 農林水産省

3 野菜の摂取不足 ― ― ―

4 朝食の欠食 ― ― ―

4 脂質の過剰摂取 ― ― ―

4 過度の痩身志向 ― ― ―

― 不規則な食事 219 子どもの生活習慣づくり支援事業 文部科学省

― 栄養の偏り ― ― ―

― 食習慣の乱れ ― ― ―

―
食の大切さに対する意識の

希薄化
― ― ―

100 リスクコミュニケーションの実施 内閣府食品安全委員会

33
食品の安全について消費者等とのリス

クコミュニケーションの推進
厚生労働省食品安全部

336 食に関する様々な情報提供等の推進 農林水産省

18
郷土料理等を活用した学校給食情報

化推進事業
文部科学省

2602
「食事バランスガイド」を活用した「日本

型食生活」の普及・啓発
農林水産省

食に関する情報が社会に氾

濫し、情報の受け手である国

民が食に関する正しい情報

を適切に活用することが困難

先人から育まれてきた、地域

の多様性と豊かな味覚や文

化の香りあふれる日本の

「食」が失われる危機にある

―

―

「食」の海外への依存の問題1

2 新たな「食」の安全上の問題

表６．食育に関する課題の 2009 年度関連予算 7、8
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の予算が圧倒的に高いことがわかる。 

「肥満や生活習慣病の増加」は、本研究の重要度

では 1 位であったが、2009 年度の食育関連予算の大

きさでは 3 位であり、同率 1 位の「「食」の海外へ

の依存の問題」の予算の 5.6分の 1の予算であった。 

このように「肥満や生活習慣病の増加」と「「食」

の海外への依存の問題」の予算額に隔たりがある原

因のひとつとして、日本の縦割り行政における力関

係が考えられる。村田（2005）は、食育を実践する

際に関係者の足並みがそろわない大きな理由は、食

育基本法に関する政治的思惑が絡んだ我が国の縦割

り行政における利害の違いがあると述べている。予

算を見てもわかる通り、生活習慣病等の健康問題に

関しては厚生労働省が、食糧自給率や農業に関して

は農林水産省が、学校に関しては文部科学省が予算

を得ている。予算の配分には政治的な理由付けがあ

るのは確かだが、食育を社会的課題に沿って効果的

に進めていくためには予算の獲得に省の力関係では

なく、発生頻度や現在生じている費用の大きさを考

慮して予算の配分を決定する視点が必要であると考

えられる。 

３）「肥満や生活習慣病の増加」に対応した目標 

また、食育推進基本計画には、「肥満や生活習慣病

の増加」に対応した目標が見られない。武見（2005）

は、「食育には広く多様な狙いが含まれるが、実際に

は目標を明確にして取り組む必要がある」と述べ、

明確な目標を設定することの重要性を指摘している。

図１からわかる通り、生活習慣病の予防は、食育関

連の目標の最終目標として設定されるべき項目であ

る。目標があれば、予算が付き、活動が推進される、

今後は、食育推進基本計画の目標として、生活習慣

病予防を追加することが求められる。 

 

５．結論 

以上の結果から、「肥満や生活習慣病の増加」は、

重要度が高い割に、食育活動の実施状況が少なく、

食育関連予算が低く、さらに明確な目標が設定され

ていないことが明らかになった。 

 

※注※ 
1株式会社オフィステッド 

http://www.officeted.com/izumi-iso/7-1.html より。 
2 ローレンス・W. グリーンら（2005）を参考に作成。 
3肥満」に関するキーワードは見られなかった。 
4上岡美保ら（2009）を基に作成。 
5構成比：分母を当該年の「食育」に関する記事件数

の合計、分子をキーワードが出現する記事件数とし

た者に 100 を乗じた結果。 
6宮崎（2007）を基に作成。 
7 関連予算の単位：100万円。 
8平成 21 年度食育関連予算案を参考に作成。 
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